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国保連合会とのインタフェースの変更点について 
 

平成２５年度補正予算案における保険者（市町村等）及び都道府県のシステム改修の対象範囲

である国保連合会とのインタフェースの変更点について、現段階で考えられる事項を整理したの

で、以下のとおり示す。なお、本資料については、今後、順次、内容を追加して示す予定である。 

 

１． 外部インタフェース仕様 

 

区 

分 

インタフェース 

種類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成２７年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 

平成２７年３月 

以前の情報 

平成２７年４月 

以降の情報 

全 

「 事 業 所 番

号」、「サービ

ス コ ー ド 」、

「サービス略

称」及び「サー

ビス項目名」の

項目がある全

ての情報 

入力

情報 

－ ・「事業所番号（居宅介護支援

事業所番号等すべての事業

所番号の項目を含む）」及び

「サービスコード（サービス

種類コード及びサービス項

目コードを含む）」の属性を

数字から英数に変更する。 

・「サービス略称」のバイト数

を３２から６４に変更する。 

・「サービス項目名」のバイト

数を３４から６４に変更す

る。 

・属性が英数であっても

エラーとしない。 

・属性が英数であって

もエラーとしない。 

出力

情報 

・入力に応じて設定す

る。 

・入力に応じて設定す

る。 

保
険
者 

・受給者訂正連絡票情

報 

追加あり ・受付媒体種別に伝送及び磁気

を追加する。 

・伝送及び磁気の情報を

受付可とする。 

・伝送及び磁気の情報

を受付可とする。 

・介護給付費過誤申立

書情報 

・介護給付費再審査申

立書情報（保険者分） 

追加なし ・レイアウト変更なし。 

・過誤申立事由コード及び再審

査申立事由コードを追加、内

容変更する。 

・追加されたコードが設

定されている場合も

エラーとしない。 

・追加されたコードが

設定されている場

合もエラーとしな

い。 

・介護給付費過誤決定

通知書情報（保険者

分） 

・介護給付費過誤決定

通知書情報（公費負

担者分） 

・介護給付費再審査決

定通知書情報（保険

者分） 

・介護給付費再審査決

定通知書情報（公費

負担者分） 

追加なし ・レイアウト変更なし。 

・過誤申立事由コード及び再審

査申立事由コードを追加、内

容変更する。 

・過誤申立事由のバイト数を２

８から５６に変更する。 

・再審査申立事由のバイト数を

２４から４８に変更する。 

・入力に応じて設定す

る。 

・入力に応じて設定す

る。 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

・介護給付費再審査申

立書情報（事業所分） 

追加なし ・レイアウト変更なし。 

・再審査申立事由コードを追

加、内容変更する。 

・追加されたコードが設

定されている場合も

エラーとしない。 

・追加されたコードが

設定されている場

合もエラーとしな

い。 

・介護給付費過誤決定

通知書情報（事業所

分） 

・介護給付費再審査決

定通知書情報（事業

所分） 

追加なし ・レイアウト変更なし。 

・過誤申立事由コード及び再審

査申立事由コードを追加、内

容変更する。 

・過誤申立事由のバイト数を２

８から５６に変更する。 

・再審査申立事由のバイト数を

２４から４８に変更する。 

・入力に応じて設定す

る。 

・入力に応じて設定す

る。 
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区 

分 

インタフェース 

種類 

交換情報 

識別番号 
レイアウト方針 

平成２７年５月以降提出分に対する 

連合会の対応 

平成２７年３月 

以前の情報 

平成２７年４月 

以降の情報 

居
宅
介
護
支
援
事
業
所 

・介護給付費過誤決定

通知書情報（事業所

分） 

 

 

追加なし ・レイアウト変更なし。 

・過誤申立事由コードを追加、

内容変更する。 

・過誤申立事由のバイト数を２

８から５６に変更する。 

・入力に応じて設定す

る。 

・入力に応じて設定す

る。 
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２． インタフェース項目 

 変更する主なインタフェース項目を抜粋して以下に示す。変更箇所は、太字・下線・網掛けに

て示す。 
【インタフェース仕様書 共通編】 
（１） コード一覧 
項番 コード名称 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

２４ 事業所番号 英数 １０ 

介護居宅介護支援事業所、指定サービス事業所、基準該

当サービス事業所の事業所番号 

 

 

 

 

都道府県コード  郡市区コード 通番 

       事業所区分コード       チェックデジット 

※チェックデジットはモジュラス１０方式とする 

２９ サービス種類コード 英数 ２ 内容は、現時点では未定 

３０ サービスコード 英数 ６ 

 

 

 

 

              サービス項目コード 

      サービス種類コード 

＊サービス項目コードはサービスの内容・行為を表す 

101 再審査申立事由コード 英数 ４ 

申
立
理
由
番
号 

01：固定単位数に誤りがある場合 

02：計算に誤りがある場合 

03：給付内容に疑義がある場合 

04：審査内容に疑義がある場合 

05：重複して請求されている場合 

06：適正化（その他）による場合 

07：適正化（ケアプラン点検）による場合 

08：適正化（介護給付費通知）による場合 

09：適正化（医療突合）による場合 

10：適正化（縦覧点検）による場合 

11：適正化（給付実績を活用した情報提供）による

場合 

51：給付管理票の修正（※４） 

99：その他の再審査請求 

×１ ×２ ×３ ×４ ×５ ×６ ×７ ×８ ×９ ×10 

×１ ×２ ×３ ×４ ×５ ×６ 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

102 過誤申立事由コード 英数 ４ 

申
立
理
由
番
号 

01:台帳誤り修正による保険者申立の過誤調整 

02:請求誤りによる実績取り下げ 

09:時効による保険者申立の取下げ 

11:台帳誤り修正による事業所申立の過誤調整 

12:請求誤りによる実績取り下げ（同月） 

21:台帳誤り修正による公費負担者申立の過誤調整 

29:時効による公費負担者申立の取下げ 

32:給付管理票取消による実績の取下げ（※５） 

42:適正化（その他）による保険者申立の過誤取下

げ 

43:適正化（ケアプラン点検）による保険者申立の

過誤取下げ 

44:適正化（介護給付費通知）による保険者申立の

過誤取下げ 

45:適正化（医療突合）による保険者申立の過誤取

下げ 

46:適正化（縦覧点検）による保険者申立の過誤取

下げ 

47:適正化（給付実績を活用した情報提供）による

保険者申立の過誤取下げ 

49:適正化（その他）による保険者申立の過誤取下

げ（同月） 

4A:適正化（ケアプラン点検）による保険者申立の

過誤取下げ（同月） 

4B:適正化（介護給付費通知）による保険者申立の

過誤取下げ（同月） 

4C:適正化（医療突合）による保険者申立の過誤取

下げ（同月） 

4D:適正化（縦覧点検）による保険者申立の過誤取

下げ（同月） 

4E:適正化（給付実績を活用した情報提供）による

保険者申立の過誤取下げ（同月） 

52:適正化（その他）による公費負担者申立の過誤

取下げ 

53:適正化（ケアプラン点検）による公費負担者申

立の過誤取下げ 

54:適正化（介護給付費通知）による公費負担者申

立の過誤取下げ 

55:適正化（医療突合）による公費負担者申立の過

誤取下げ 

56:適正化（縦覧点検）による公費負担者申立の過

誤取下げ 

57:適正化（給付実績を活用した情報提供）による

公費負担者申立の過誤取下げ 

59:適正化（その他）による公費負担者申立の過誤

取下げ（同月） 

5A:適正化（ケアプラン点検）による公費負担者申

立の過誤取下げ（同月） 

5B:適正化（介護給付費通知）による公費負担者申

立の過誤取下げ（同月） 

5C:適正化（医療突合）による公費負担者申立の過

誤取下げ（同月） 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

     

5D:適正化（縦覧点検）による公費負担者申立の過

誤取下げ（同月） 

5E:適正化（給付実績を活用した情報提供）による

公費負担者申立の過誤取下げ（同月） 

62：不正請求による実績取り下げ 

69：不正請求による実績取り下げ（同月） 

90:その他の事由による台帳過誤 

99:その他の事由による実績の取り下げ 

※４ 再審査決定通知書にのみ表示（設定）される。 

※５ 過誤決定通知書にのみ表示（設定）される。 

 
 

（２） データ種別一覧 
項番 データ種別（コントロールレコード） 

格納するデータレコード 

識別 情報名 

９５ 532：受給者訂正連絡票情報 5321 受給者訂正連絡票情報 
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【インタフェース仕様書 都道府県編】 
（１） 事業所異動連絡票情報（基本情報） 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 必須入力※１ 

備考 
新規 変更 終了 

：         

５ 事業所番号 英数 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ 
※３ 

：         

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

 
 

（２） 事業所異動連絡票情報（サービス情報） 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

必須入力※１ 
備考 

新規 変更 終了 

：         

５ 事業所番号 英数 １０ 事業所番号を設定する ○ ○ ○ 
※３ 

：         

１８ サービス種類コード 英数 ２ 
サービスの種類を設定す

る 
○ ○ ○ 

※３ 

：         

※１ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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【インタフェース仕様書 保険者編】 
（１） 受給者訂正連絡票情報 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 5321 受給者訂正連絡票

情報 

国保連合会へ登録済みの受給

者情報に対する訂正情報 

保険者 

→ 

国保連合会 

訂正時 伝送 

磁気 

帳票 

 
 受付媒体種別 

種別 帳票名 伝送 磁気 帳票 
訂正情報 受給者情報訂正連絡票 ○ ○ ○ 
○ … 受付可、× … 受付不可 

 
 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 
受給者訂正連絡票情報の識別番号

を設定する 
○ 

“5321”固定 

２ レコード種別コード 英数 ２ レコード種別を設定する ○ “H1”固定 

３ 異動年月日 数字 ８ 

受給者の資格を取得または変更等

が生じた年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※２ 

４ 異動事由 数字 ２ 受給者情報の異動事由を設定する  ※３ 

５ 訂正年月日 数字 ８ 

受給者台帳情報に訂正が生じた日

（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※２ 

６ 訂正区分コード 数字 １ 訂正区分コードを設定する ○ 
2：修正 

3：削除 

７ 証記載保険者番号 数字 ６ 
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 
○ 

※３ 

８ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ○ ※３ 

９ 被保険者氏名（カナ） 英数 ２５ 
被保険者氏名をカナ文字で設定す

る 
  

１０ 生年月日 数字 ８ 
生年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 
 ※２ 

１１ 性別コード 数字 １ 性別コードを設定する  ※３ 

１２ 資格取得年月日 数字 ８ 
資格取得年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 ※２ 

１３ 資格喪失年月日 数字 ８ 
資格喪失年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 ※２ 

１４ 老人保健市町村番号 数字 ８ 老人保健市町村番号を設定する  ※３ 

１５ 老人保健受給者番号 数字 ７ 老人保健受給者番号を設定する  ※３ 

１６ 申請種別コード 数字 １ 申請種別コードを設定する  ※３ 

１７ 変更申請中区分コード 数字 １ 変更申請中区分コードを設定する  ※３ 



- ８ - 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

１８ 申請年月日 数字 ８ 

要介護状態区分の変更を申請した

年月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 
 

※２ 

１９ みなし要介護区分コード 数字 １ 
みなし要介護区分コードを設定す

る 
 ※３ 

２０ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分コードを設定する  ※３ 

２１ 
認定有効期間（開始年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

２２ 
認定有効期間（終了年月

日） 
数字 ８ 

認定有効期間の終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

２３ 
居宅サービス計画作成区

分コード 
数字 １ 

居宅介護支援事業者または自己作

成の区分を設定する 
 ※３ 

２４ 居宅介護支援事業所番号 英数 １０ 
居宅介護支援事業所の番号を設定

する 
 ※３ 

２５ 
居宅サービス計画適用開

始年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

２６ 
居宅サービス計画適用終

了年月日 
数字 ８ 

居宅サービス計画の適用終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

 

※２ 

２７ 
訪
問
通
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ６ 

被保険者証記載の訪問通所サービ

ス支給限度基準額を単位数で設定

する 

 

 

２８ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間

の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

２９ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

訪問通所支給限度基準額管理期間

の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３０ 
短
期
入
所
サ
ー
ビ
ス 

支給限度基準額 数字 ３ 

被保険者証記載の短期入所サービ

ス支給限度基準額を日数で設定す

る 

 

 

３１ 
上限管理適用期間

開始年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間

の適用開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３２ 
上限管理適用期間

終了年月日 
数字 ８ 

短期入所支給限度基準額管理期間

の適用終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 
 

※２ 

３３ 
公費負担上限額減額の有

無 
数字 １ 

公費負担上限額減額の有無を設定

する 
 

※３ 

３４ 償還払化開始年月日 数字 ８ 
償還払化開始年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する  
※２ 

３５ 償還払化終了年月日 数字 ８ 
償還払化終了年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する  ※２ 

３６ 給付率引下げ開始年月日 数字 ８ 
給付率引下げ開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する  
※２ 

３７ 給付率引下げ終了年月日 数字 ８ 
給付率引下げ終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する  ※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

３８ 減免申請中区分コード 数字 １ 減免申請中区分コードを設定する  ※３ 

３９ 利
用
者
・
旧
措
置
入
所
者
利
用
者
負
担 

利用者負担区分コ

ード 
数字 １ 利用者負担区分コードを設定する  ※３ 

４０ 給付率 数字 ３ 

利用者負担減免等により給付率が

変更された場合に１００分の○○

○で設定する 

 

 
 

４１ 適用開始年月日 数字 ８ 

給付率の適用開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 
※２ 

４２ 適用終了年月日 数字 ８ 

給付率の適用終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 
 

※２ 

４３ 標
準
負
担
・
特
定
標
準
負
担 

標準負担区分コー

ド 
数字 １ 

標準負担区分コードを設定する 

 
 ※３ 

４４ 負担額 数字 ５ 
負担額を設定する 

 
  

４５ 
負担額適用開始年

月日 
数字 ８ 

負担額適用開始年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

 

 
※２ 

４６ 
負担額適用終了年

月日 
数字 ８ 

負担額適用終了年月日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を設定する 

 
 

※２ 

４７ 

特
定
入
所
者
介
護
サ
ー
ビ
ス 

特定入所者認定申

請中区分コード 
数字 １ 

特定入所者認定申請中区分コード

を設定する 
 ※３ 

４８ 
特定入所者介護サ

ービス区分コード 
数字 １ 

特定入所者介護サービス区分コー

ドを設定する 
 ※３ 

４９ 
課税層の特例減額

措置対象 
数字 １ 

利用者負担第４段階の者で当該措

置該当の有無をコードで設定する 
 ※３ 

５０ 食費負担限度額 数字 ４ 食費負担限度額を設定する   

５１ 

居住費（ユニット

型個室）負担限度

額 

数字 ４ 

居住費（ユニット型個室）負担限

度額を設定する  
 

５２ 

居住費（ユニット

型準個室）負担限

度額 

数字 ４ 

居住費（ユニット型準個室）負担

限度額を設定する  
 

５３ 

居住費（従来型個

室（特養等））負担

限度額 

数字 ４ 

居住費（従来型個室（特養等））負

担限度額を設定する  
 

５４ 

居住費（従来型個

室（老健、療養等））

負担限度額 

数字 ４ 

居住費（従来型個室（老健、療養

等））負担限度額を設定する  
 

５５ 
居住費（多床室）

負担限度額 
数字 ４ 

居住費（多床室）負担限度額を設

定する 

 

 
 

５６ 
負担限度額適用開

始年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用開始年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 
 

※２ 

５７ 
負担限度額適用終

了年月日 
数字 ８ 

負担限度額適用終了年月日（西暦

年月日(YYYYMMDD)）を設定する 

 
 

※２ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

必須 

入力※１ 
備考 

５８ 
社
会
福
祉
法
人
軽
減

情
報 

軽減率 数字 ４ 
社会福祉法人軽減の軽減率を設定

する 
  

５９ 
軽減率適用開始年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 ※２ 

６０ 
軽減率適用終了年

月日 
数字 ８ 

軽減率の適用終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する 
 ※２ 

６１ 

小規模多機能型居宅介護

の利用開始月における居

宅サービス等の利用の有

無 

数字 １ 

小規模多機能型居宅介護、及び、

複合型サービスの利用開始月にお

ける居宅サービス等の利用の有無

コードを設定する 

 ※３ 

６２ 後
期
高
齢
者

医
療
資
格 

保険者番号（後期） 英数 ８ 保険者番号（後期）を設定する  
 

６３ 
被保険者番号（後

期） 
英数 ８ 被保険者番号（後期）を設定する  

 

６４ 
国
民
健
康

保
険
資
格 

保険者番号（国保） 数字 ８ 保険者番号（国保）を設定する   

６５ 
被保険者証番号

（国保） 
英数 ２０ 

被保険者証番号（国保）を設定す

る 
  

６６ 個人番号（国保） 数字 １０ 個人番号（国保）を設定する   

６７ 二次予防事業区分コード 数字 １ 
二次予防事業区分コードを設定す

る 
 ※３ 

６８ 
二次予防事業有効期間開

始年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の開始年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 
 

※２ 

６９ 
二次予防事業有効期間終

了年月日 
数字 ８ 

二次予防事業有効期間の終了年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 
 

※２ 

※１ 必須入力（○）である項目、及び、訂正が発生した項目にのみ入力する。なお、初期化を行いたい項

目については、先頭１桁に半角の“＊”を入力する。（但し、証記載保険者番号等キーとなる項目は除

く） 

※２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」参照。(インタフェース仕様書 共通

編 P.42) 

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(インタフェース仕様書 共通編 P.31) 
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（２）介護給付費過誤決定通知書情報（保険者分） 
・明細レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 備考 

：      

８ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを出力す

る 

※１    

９ サービス種類名 漢字 ２４ サービス種類名を出力する  

１０ 過誤申立事由コード 英数 ４ 
過誤申立事由コードを出力す

る 

※ １ 

※ ３ 

１１ 過誤申立事由 漢字 ５６ 過誤申立事由を出力する  

：      

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(Ｐ.31) 

※ ３ 過誤申立事由コードは、４桁の英数属性のコードとし、申立情報作成の都度入力を行う。 

 
 
（３）介護給付費再審査決定通知書情報（保険者分） 
・明細レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 備考 

：      

８ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを出力す

る 

※１    

９ サービス種類名 漢字 ２４ サービス種類名を出力する  

１０ 申立事由コード 英数 ４ 
再審査申立事由コードを出力

する 

※１ 

１１ 申立事由 漢字 ４８ 再審査申立事由を出力する  

：      

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(Ｐ.31) 

 
 

（４）介護給付費通知書情報 
・明細レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 備考 

：      

７ 事業所番号 英数 １０ 事業所番号を出力する ※１ 

８ 事業所名（漢字） 漢字 ４０ 事業所名（漢字）を出力する  

９ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを出力す

る 

※１ 

１０ サービス項目コード 英数 ４ 
サービス項目コードを出力す

る 

※１ 

１１ サービス略称 漢字 ６４ サービス略称を出力する  

：      

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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【インタフェース仕様書 サービス事業所編】 
（１）介護給付費請求明細書情報 
・基本情報レコード 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

：      

４ 事業所番号 英数 １０ 
請求を行ったサービス事業所等の

事業所番号を設定する 

※３    

：      

１９ 
居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画 

居宅サービス計画作

成区分コード 
数字 １ 

居宅サービス計画作者の区分（作成

者区分）を設定する 

※３    

２０ 

事業所番号 

（居宅介護支援事業

所） 

英数 １０ 

居宅介護支援事業所番号を設定す

る。 

項番１９が「居

宅介護支援事業

所」のとき必須 

：      

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(インタフェース仕様書 共通編 P.31) 

 
・明細情報レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

：      

４ 事業所番号 英数 １０ 
請求を行ったサービス事業所等の事

業所番号を設定する 

※３  

５ 証記載保険者番号 数字 ８ 
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 

※３  

６ 被保険者番号 英数 １０ 
被保険者証記載の被保険者の被保

険者番号を設定する 

※３  

７ サービス種類コード 英数 ２ サービス種類コードを設定する ※３  ※５ 

８ サービス項目コード 英数 ４ サービス項目コードを設定する ※３  ※５ 

：      

※３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(インタフェース仕様書 共通編 P.31) 

※５ サービス提供年月が平成１５年４月以降平成１７年９月以前の場合、食事サービス（サービス種類コ

ード 50）の該当情報を設定する。 
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（２） 介護給付費過誤決定通知書情報 
・明細レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 備考 

：      

８ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを出力す

る 

※１    

９ サービス種類名 漢字 ２４ サービス種類名を出力する  

１０ 過誤申立事由コード 英数 ４ 
過誤申立事由コードを出力す

る 

※ １ 

※ ３ 

１１ 過誤申立事由 漢字 ５６ 過誤申立事由を出力する  

：      

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ３ 過誤の申立事由は、4桁の英数字属性のコードとし、申立情報作成の都度入力を行う。 

 

 

（３） 介護給付費再審査決定通知書情報 
・明細レコード（複数レコード） 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ 

数 
内容 備考 

：      

８ サービス種類コード 英数 ２ 
サービス種類コードを出力す

る 

※１    

９ サービス種類名 漢字 ２４ サービス種類名を出力する  

１０ 再審査申立事由コード 英数 ４ 
再審査申立事由コードを出力

する 

※１    

１１ 再審査申立事由 漢字 ４８ 再審査申立事由を出力する  

：      

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 
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（４） 介護給付費支払決定額通知書情報 
・明細レコード 
項番 項目名 属性 

ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

：      

９ 事業所番号 英数 １０ 
支払を受けるサービス事業所等

の事業所番号を出力する 

※２    

１０ 振込金額 数字 １２ 支払決定金額を出力する ※Ｓ 

１１ 介護給付費支払額 数字 １２ 介護給付費支払額を出力する ※Ｓ 

１２ 主治医意見書作成料 数字 １２ 主治医意見書作成料を出力する ※Ｓ 

１３ 主治医意見書作成料消費税 数字 １２ 
主治医意見書作成料の消費税を

出力する 

※Ｓ 

１４ 認定調査費委託料 数字 １２ 認定調査費委託料を出力する ※Ｓ 

１５ 認定調査費委託料消費税 数字 １２ 
認定調査費委託料の消費税を出

力する 

※Ｓ 

１６ 
介護予防・日常生活支援総合事

業費支払額 
数字 １２ 

介護予防・日常生活支援総合事

業費支払額を出力する 

※Ｓ 

１７ 
電子証明書発行手数料（消費税

を含む） 
数字 １２ 

電子証明書発行手数料（消費税

を含む）を出力する 

※Ｓ 

１８ 合計金額 数字 １２ 支払決定金額の合計を出力する ※Ｓ 

１９ 金融機関名 漢字 ２８ 
支払を受けるサービス事業所等

の金融機関名を出力する 

 

２０ 金融機関支店名 漢字 ２８ 
支払を受けるサービス事業所等

の金融機関支店名を出力する 

 

２１ 作成年月日 数字 ８ 
金融機関への振込日（西暦年月

日(YYYYMMDD)）を出力する 

※３    

２２ 国保連合会名 漢字 ３０ 
支払を行なう国保連合会の連合

会名を出力する 

 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月日｣欄」参照。(P.42) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 

 
＜注意事項＞ 

介護給付費支払決定額通知書情報には、平成２６年１１月より「項番１７ 電子証明書発行手数料（消費税を含

む）」が追加される。 

※平成２５年１２月２４日付厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡「介護保険事務処理システム変更に係

る参考資料の送付について」参照。 


